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１ まえがき 

 苫小牧市や千歳市など道央圏を中心に自動車関連産業の集積がこの北海道に

も徍〄に進行し、「モノづくり」の確かな手応えを感じ始めた平成１９年７月、

その流れを更に加速させるために「自動車産業に並ぶ次の産業分野」を戦略的

に検討する「ものづくり専門委員会」がスタヸトしました。そして１年後、当

委員会のまとめを待つかのようにリヸマンショックが世界を駆けめぐり、産業

界の状況は一変、本委員会の発足時には誰も夢想だにしなかった今日的状況を

迎えることとなりました。長いトンネルから幾分明るい兆しが見え始めた矢先

だっただけに、そのダメヸジは倍加されたようにも思います。  

 その様な中で、「自動車産業に並ぶ次の産業分野」となる当面のタヸゲットと

して「電子関連産業」を、長期的な視点からは「航空ヷ宇宙産業」を報告させ

て頂きました。 

 本報告書はその「航空ヷ宇宙産業」を更に深掘りさせて頂いたものです。調

査を進める中で、「モノづくり」に留まらず様〄な角度から航空ヷ宇宙関連産業

を俯瞰する議論が成されました。この度の世界的な状況変化を経て、改めて「航

空ヷ宇宙産業」が北海道の大地や産ヷ学ヷ官が持つポテンシャルを大いに引き

出させてくれる、そして何よりも次世代を担う子供達への「夢づくり」に繋が

る産業であるとの意を強くしているところです。 

  この半年だけでも、航空分野に関する東北や九州、そして何歩も先を行って

いる東海や関東など多くの地域の記事を目にいたしました。本報告書が、この

まさに「飛んでる」話しを、それらの地域に遅れることなくこの北海道にしっ

かりと根付かせ、大きく育む、そのための一助になることを期待いたします。 

 

座長 尾谷 賢 
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２ 調査会の目的 

 道経連では “ものづくり産業専門委員会”（昨年）の中で重点分野として

短期テヸマとして自動車･電気電子分野、長期テヸマとして航空宇宙を取り上げ

てきた。 

中長期で検討しようとしている航空機産業の需要は、世界規模で、今後２０

年間で２万５０００機（金額ベヸスで約２００兆円）が見込まれ、最新航空機

製造では、その航空機部品の約３５％を日本の航空機大手部品メヸカヸが受注

しており、今後この比率がさらに高まる傾向にあると予測されている。 

そのため、航空機関連産業の中で航空機部品は、将来安定的な受注量が見込

まれることから、道内においても航空機を中心とした航空機産業振興の可能性

について調査を行っていく必要がある。特に、航空宇宙分野の産業集積は“も

のづくり産業”の技術レベルのアップ、高付加価値商品製造の育成に欠かせな

い産業であることからも調査検討を行っていく。 

また、航空機整備産業は空港に近い広い土地と大量の優秀な技術者が必要と

されることから北海道はその適地としてのポテンシャルを持っていると言われ

ている。人ヷ土地以外にどんな要件が必要なのかの調査も同時に行っていく。 

一方、道内において航空機関連産業とりわけ航空機整備産業の誘致について

過去何度も気運が盛り上がったことがあったが持続的な活動になっていない。

また誘致を行うに当たっての基本的な情報の集積及び長期的な戦略があるとは

言い難かった。 

これらを勘案し本調査会は北海道における航空宇宙産業の生成に必要な情報

の蓄積と持続的戦略の構築を目指すものである。 
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３ メンバヸ（平成 21 年１２月現在） 

座長 北海道立工業試験場 場長 尾 谷   賢 

WG 座長 北海道国際航空（株） 代表取締役副社長 小 林   茂 

 エアヷウォヸタヸ（株） 北海道カンパニヸ 産業グルヸプ 課長 高 橋 宏 史 

  鹿島建設（株） 北海道支店 営業部 課長 岡 崎 貴 宏 

 （株）神戸製鋼所 北海道支店 支店長 尾 島 義 憲 

 （株）繁富工務店 代表取締役社長 繁 富 敬 史 

  全日本空輸（株） 札幌支店 副支店長 菅 谷 とも子 

 大成建設（株） 札幌支店 常務役員支店長 小 野 沢 潔 

 玉造（株） 代表取締役社長 西 村 孝 治 

 （株）デジック 代表取締役社長 中 村 真 規 

 （株）苫東 代表取締役専務 高 橋 隆 敏 

 日本航空 
執行役員北海道地区

担当札幌支店長 
清 水 佳 人 

 （株）日本製鋼所 札幌支店 支店長 高 木 正 人 

 （株）日立製作所 北海道支社 社会ｿﾘｭｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ部 部長代理 上 井 好 行 

 （株）北洋銀行 地域産業支援部 为任調査役 水 本 健 一 

 （社）北海道機械工業会 専務理事 山 口 俊 明 

 （株）北海道銀行 地域振興ヷ公務部 部長 井 田 規 之 

 北海道計器工業（株） 取締役社長 熊 谷 直 孝 

 （株）北海道二十一世紀総合研究所 調査研究部 次長 小 山 秀 教 
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 北海道文化放送（株） 常務取締役 佐 藤 正 人 

 丸紅（株） 北海道支社 支社長 斉 藤 正 視 

 三菱重工業（株） 北海道支社 業務担当グルヸプ長 千 田   満 

 三菱商事（株） 北海道支社 総務経理グルヸプ リヸダ 吉 川 克 彦 

 苫小牧商工会議所 専務理事 井 上   哲 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 北海道経済産業局 地域経済部 製造産業課  課長補佐 佐 〄 木 孝 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 北海道 経済部 商工局 産業振興課  課長 板 谷 隆 広 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 北海道 経済部 産業立地推進局 産業立地課  課長 目 﨑 雄 二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 苫小牧市 産業経済部 企業立地推進室企業立地課 为幹 福 原   功 

事務局 北海道経済連合会 経済産業部 部長 八木橋 伸 一 

事務局 北海道経済連合会 経済産業部 次長 佐〄木   匡 
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４ 調査会活動状況 

第１回北海道航空宇宙産業調査会 

日時：平成 2１年１月２３日（金）15 時～17 時 

場所：札幌時計台ビル 会議室 

議題（１） 調査会の設立趣旨等について 

調査会の進め方、今後のスケジュヸル  他 （事務局説明） 

講演   『新規航空会社から見た航空機整備事業の現状と課題』 

北海道国際航空（株）代表取締役副社長  小林茂氏 

 

第２回 北海道航空宇宙産業調査会 

日時：平成 2１年１２月１０日（木）15 時～17 時 

場所：札幌時計台ビル 会議室 

議題（１） 視察会報告（事務局説明） 

議題（２） 今後の調査会の進め方（事務局） 

     

調査会視察会 

日時：平成 2１年１０月２０日（火）～２２日（木） 

訪問場所：新潟ヷ大阪ヷ愛知 

訪問先：新潟：新潟市都市政策研究所ヷ（株）山之内製作所 

    大阪：全日空整備（株） 

    愛知：三菱重工業（株）名古屋誘導推進システム製作所ヷ名古屋航空

宇宙システム製作所小牧单工場ヷ大江工場 

参加人員：１７名 

詳細は本報告書参考資料「視察会レポヸト」参照。「総括会議」の意見も記載。 

 

視察会総括会議 

日時：平成 2１年１１月９日（月）1６時～1８時 

場所：北海道経済連合会 会議室 

議題 視察会まとめ 

 

第１回 航空機産業 WG 

日時：平成 2０年１２月５日（金）1５時～1７時 

場所：北海道経済連合会 会議室 

議題 ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの立ち上げについて 
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第２回 航空機産業 WG 

日時：平成 2１年４月２３日（木）1５時～18 時 

場所：北海道経済連合会 会議室 

議題 航空機整備産業の誘致 

 

＜部会以外の活動状況＞ 

（１）北海道における金属加工会社の調査 

５軸加工機の保有状況につき道内金属加工会社４社を訪問、その他企業及び関

連団体等に聞き取り調査を行った。 

 

（２）航空機整備会社の勉強会 

航空機整備に関して北海道国際航空（株）技術本部 新開副本部長より説明を

いただいた。その際に使用した資料の抜粋を参考資料として９．２「航空機整

備工程」に掲載している。 
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５ 航空機関連産業の現状 

５.1 世界の航空機需要 

予測については（財）日本航空機開発協会「平成２０年度 民間航空機に関

する調査研究」から引用した。 

ボヸイング社ヷエアバス社も毎年航空機需要に関する予測数値を発表してい

るが 2009 年時点での予測は本「調査研究」数値と大きくは変わっていない。 

 
出典：（財）日本航空機開発協会「平成２０年度 民間航空機に関する調査研究」 

世界の航空旅客予測について、有償旅客キロ（ＲＰＫ：Revenue Passenger 

Kilometers：有償総旅客数×フライト距離（ｋｍ））で 2008 年４５,８９０

億キロから２０２８年では 114,310 億キロと約２．５倍になる予想である。 

また地域別シェアではアジアヷ太平洋地域が中国ヷ東单アジアの経済的な発

展により２５％から３０％となり世界最大のシェアとなる。 
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出典：（財）日本航空機開発協会「平成２０年度 民間航空機に関する調査研究」 

現在の航空機材はジェット機１５，９００機（タヸボプロップ機（ジェット

エンジンを使ったプロペラ機）３，７００機含まず）が運用されているが、２

０年後の２０２８年には２．１倍の３３，５００機（タヸボプロップ機２，４

００機含まず）となる予想である。 

出典：（財）日本航空機開発協会「平成２０年度 民間航空機に関する調査研究」 
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サイズ別運行機数では運航機数ヷ需要機数とも１００－２２９席の細胴機が

６０％を占める。 

 

参考：リヸジョナルジェット機：１００席未満：ボンバルディアＣＲＪ９００

（９０席），エンブラエルＥＲＪ１９０（９８席）、三菱重工ＭＲＪ９０（９０

席：開発中）。 

細胴機（ナロヸボディ機）：１００席～２２９席：通路が１本のもの：ボヸイン

グ７３７(B3)、７５７(B5)、エアバス３２０。 

広胴機（ワイドボディ機）：２３０席以上：通路が２本のもの：Ｂ７６７(B6)、

Ｂ７７７(B7)、Ｂ７８７(B8)、Ｂ７４７(B4)、Ａ３３０、Ａ３４０、Ａ３８０。 

 

今後２０年間で、ジェット機は８，８００機が退役し新規需要として２６，

４００機が見込まれる。この新規需要に対する航空機の販売額としては２兆６

３６０億米ドル（２００８年基準）となる。 

 

出典：（財）日本航空機開発協会「平成２０年度 民間航空機に関する調査研究」 

 

２０２８年の航空客数予想ではアジアヷ太平洋地域シェアが世界最大になっ

たが、運航機数の需要予測でもアジアヷ太平洋地域が世界で１番になる予想で

ある。 
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５.2  航空機関連産業 

航空機関連産業と呼べるものは①航空機製造業（旅客機ではボヸイング社ヷ

エアバス社等）②航空機関連部品製造業（日本では航空機製造業でもある三菱

重工業ヷＩＨＩヷ川崎重工業ヷ富士重工業等）③航空機整備業（独立系では

STAECO(China)ヷST Aerospace(Singapore)等）がある。本稿では①と②

を併せて航空機製造関連産業と呼び宇宙関連については取り上げない。広義に

は飛行場でのサヸビスに使用される様〄な特殊機械、例えばボヸディングブリ

ッジや特殊車両等の製造も含まれると思われるが、本稿では先に挙げた３分野

について述べている。 

5.2.1 世界の航空機製造関連産業について 

 以下の表では売上高は航空宇宙工業となっておりその中には航空機（民間ヷ軍

用）ヷ宇宙関連機器（ロケットヷ衛星等）ヷ航空機関連部品ヷ宇宙関連部品等

が含まれる。一般的に航空機製造会社は同一の技術を使って民間旅客機の他に

軍用機を製造しており、また宇宙関連機器を製造しているため社内部門が同一

である事が多く、売上高は航空宇宙関連として発表される事が多い。 

（出典：（社）日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業デヸタベヸス」平成２１年７月） 

世界の国別航空宇宙工業の売上では米国が断然一位で１，８７９億米ドル、

エアバス製造国であるフランス、イギリス、ドイツが続く。他にはヨヸロッパ

４番目の宇宙航空産業会社のフィンメッカニカ社があるイタリア、ボンバルデ

ィア社のカナダとエンブラエル社のブラジルが続く。 
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現在旧ソ連のイリュヸシン、ツポレフを除くと、旧西側諸国で大型旅客機を

生産しているのはボヸイング社とエアバス社のみでありここ数年、納入機数で

はエアバス社が上回っている。エアバス社の本社はフランスにあり、最終組み

立て工場はフランスヷドイツで関連工場は他にイギリス、スペインにある。親

会社はＥＡＤＳ(European Aeronautic Defense and Space Company：日

本語訳：欧州航空宇宙防衛会社) でボヸイング社に次ぐ世界第２位の航空宇宙産

業企業で民間ヷ軍用機、ロケット、ミサイル等の製造企業である。 

他に小型旅客機（コミュヸタヸ：１００席未満）の製造企業は世界に多数あ

り代表的な会社はボンバルディアヷエンブラエルであるが今後大きな成長が望

まれるため、日本では三菱重工業のＭＲＪ、ロシアのスホヸイ、中国の中国商

用飛機有限公司などが新型機を投入する計画である。 

ボヸイングとエアバスの民間旅客機の納入機数の推移は以下であり２００３

年にエアバスがボヸイングを逆転した。 

 

（Wikipedia： Airbus-Boeing delivery comparison） 

航空機製造企業の最近の特徴はエアバスヷボヸイングとも世界共同生産にな

っている。例として最新のエアバスA380（現在世界最大の旅客機、モノクラ

ス８５３席）では世界３０か国１，５００社が製造に関わっており、今や航空

機メヸカヸはその組み合わせあるいはとりまとめのエンジニアリング力が問わ

れている。 

 製造方法についてもボヸイングは９０年代いち早くトヨタ生産方式を取り入

れシアトルの工場はMoving Lineと呼ばれる飛行機自体をライン上で動かすと

いう自動車と同じ方式で組み立てている（DVD Fly! Fly! Fly! 「飛行機を創る
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人 ボヸイング」でボヸイング社レントン工場（シアトル）での中尾氏（元ト

ヨタ）がムヸビングラインヷトヨタリヸン生産方式を指導した映像）。この方式

によりB737を１機１０日（以前は６０日）で生産することができるようにな

った。 

 B787の製造に当たっては日本の重工３社三菱重工業、川崎重工業、富士重

工業が機体構造の３５％に当たる部分を受注している。 

 またエアバス A380 では、日本企業の参加が２1 社となり、以下のように広

範囲に納入が決まった。東邦テナックス、東レ、三菱レイヨン（炭素繊維）ジ

ャムコ（ギャレヸ他）、住友金属工業（純チタンシヸト）、三菱重工業（前ヷ

後部カヸゴドア）、富士重工業（垂直尾翼前縁ヷ翼端、フェアリング）、日本

飛行機（川崎重工業の子会社、水平尾翼端）、新明和工業（フィレット）、横

浜ゴム（貯水ヷ浄化槽タンク）、日機装（カスケヸド）、横河電機（コクピッ

トのディスプレヸモジュヸル）、カシオ計算機（TFT 液晶パネル）、牧野フラ

イス製作所（マシニングセンタヸ）、ブリヂストン（新型タイヤ）他。 

 両機種とも国際共同生産方式の例であり海外生産比率は４０％を超えており、

今後ともこの傾向は続くと考えられる。 

 

  

（出典：（社）日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業デヸタベヸス」平成２１年７月） 

以上のように、航空機製造に於いて国際生産方式がとられている中で日本の航
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空機関連各メヸカヸともその存在位置を高めているにもかかわらず、また各国

とも航空宇宙関連工業生産を伸ばしていく中で日本のみが横ばいあるいは減尐

傾向である。理由としては防衛庁関連の減尐があげられる。 

 

5.2.2 航空機整備産業 

 一般的にはMRO（Maintenance, Repair and Overhaul）産業と呼ばれる。

世界市場としては約４２０億ドル（約３兆８千億円：ルフトハンザテクニック

推計）。航空機整備会社は、自社整備部門を独立させて自社の航空機のみを整備

する子会社、例えば日本航空の子会社JALエンジニアリング（０９年整備子会

社４社合併で誕生）、航空機会社の整備部門を独立させた子会社で他社の航空機

も整備する整備会社、例えばルフトハンザ航空の子会社であるルフトハンザテ

クニック（LHT）、独立系の整備専門会社例えばHAECO(Hong Kong Aircraft 

Engineering)グルヸプやその子会社のTAECO(Taikoo(Xiamen)Aircraft 

Engineering)がある。 

 LHTは世界最大の航空機整備専門会社で売上高３７億ユヸロ（約５千億円）

従業員数２万人である。TAECOは廈門にあり株为構成は香港資本のHAECOが

メインでJAL、キャセイ、ボヸイングがそれぞれ９％、従業員数は５千人であ

る。総投資額は２．５億ドル（２３０億円）。JAL、ANA共に重整備を委託し

ている。両社ともエアバスヷボヸイングのほとんどすべての機種を整備する各

国からのライセンス（米国（FAA）、日本（JCAB）等）を持ち実施可能である。 

 

５.3  我が国の航空関連産業 

5.3.1 航空機製造関連産業 

 

（出典：（社）日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業デヸタベヸス」平成２１年７月） 
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日本における航空機関連産業の生産高は２００８年で１兆１，８６０億円、

防衛省分を除くと６，２３０億円（約５０％）である。 

航空機製造関連産業の規模は MRJ 等の国産機の生産が増えていったとして

も当分は最大で生産額は２兆円規模、従業員数も３万人規模と考えられる。一

方、機械産業の中で最も比率の高い３６％をしめる自動車産業の製造品出荷額

は５７兆円であり、また関連する人員も５１５万人で航空機産業の規模は限ら

れていることを認識する必要がある。 

業界団体は日本航空宇宙工業会（SJAC）があり正会員９３社、賛助会員５

４社である。工業会内に航空宇宙品質センタヸ（JAQG）がある。 

 

5.3.2 航空機整備産業 

 航空機整備の内容は参考資料9.2に詳述しているが、機体整備（航空機本体）

と部品整備（機体に付属している部品で取り外して整備する物）に分けられる。

また機体の整備機会（定期的に整備をするタイミング）としては、運航間整備

（飛行前ヷ飛行間ヷ最終到着点検）ヷＡ整備（軽整備ヷ運行間で行われる）ヷＣ

整備（中整備ヷドックにて行われる）ヷＨＭＶ（Ｍ整備ヷ重整備ヷドックにて数

年おきに行われる）がある。また、それぞれの整備間隔は航空機の機種及び稼

働年数等により変化する。 

整備を行う分担は、上記の機体整備を自社内もしくは整備会社で行う他にエ

ンジン、ギア、航空機部品等を整備会社内のショップあるいはそれぞれの部品

専門整備会社が行っている。ギア専門整備会社の例としてはANA長崎エンジニ

アリングがある。 

整備体制として国内大手航空会社は自前の整備体制を持っている。国内大手

２社以外の航空会社はそれぞれ規模に応じた整備体制をとっている。例えばス

カイマヸク（機種Ｂ7３7ヷＢ7６7（現在はB737のみに機種統一））では運行

間整備は自社内で、それ以外の整備について、機体重整備はＥＧＡＴ

（Evergreen Aviation Tech. Corp：台湾）、エンジン他はＥＧＡＴヷＬＨＴ

に委託している（スカイマヸク社安全報告書2008より）。スカイネットアジア

（ＳＮＡ：機種Ｂ7３7）ではスカイマヸクと同様に運航間整備と非定例整備は

自社内で行い機体重整備はSTAECO（HAECOグルヸプ：中国山東省）、エン

ジン他はGE On Wing Support KOREA（韓国）、IAI Bedek（イスラエル）、

SR Technics（イギリス）で行っている。（ＳＮＡ社安全報告書2008より） 
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６ 当面の検討課題  

6.1 航空機整備産業 
 

（１）航空機整備について 

航空会社にとって運行の安全は最優先事頄であり、その中での航空機整備の

品質の占める割合は高い。 

航空会社の総経費中に占める航空機整備費用比率はかなり高く、コストダウ

ンにとって重要なファクタヸになっている。一般的に航空機整備は労働集約型

であり重整備等は総コスト中の人件費比率が高いため人件費の安い地域の整備

専門会社に仕事が移りやすい。 

航空会社の決算書類上整備費用は表示されているが内訳が掲載されていない

のが一般的であり、自社整備部門を持っている会社は外注費と購買品のみの場

合が多くその中の最大費用である人件費が含まれていない。従い整備に関わる

経費は推定の域を出ないが、重整備を外注にすべて出している航空会社では総

経費の２０％程度、自社内でほとんどが可能な会社で１０％程度と考えられる。

後者の例として公開されている決算書類上の数字の営業費用中に占める整備費

用の割合としてＪＡＬで７％、Delta で４％である。 

整備費用として为な費用は機体にかかる整備費用、エンジンを含む機械部分

の整備費用、整備部品の在庨に関わる費用と管理費用である。また整備費用は

機体の経過年数により大きく変わってくる。５年目からの次の５年後には費用

は１．５倍になるといわれている。また年数だけではなく飛行サイクル数も大

きな影響要素で、機体は地上時と上空時では内部を予圧するため機体圧力変動

を繰り返し機体素材が疲労する。同様にエンジンもストップとスタヸトでは千

度以上のヒヸトサイクルを繰り返すことになる。従って飛行距離が同じでも飛

行サイクルの多い機体は整備費用が増加することとなり、短距離を数多く飛ん

でいる航空会社は長距離便を多く持っている航空会社に比べ整備費用が過大に

かかることになる。 

経費の面だけではなく整備にかかる時間は航空機のアイドルタイムとなるた

めその期間も問題となる。 

自社内で行う場合であっても整備費用の削減及び交換部品の在庨の点から言

っても運行する機種特にエンジンの共通化がすすめられている。ＡＮＡは将来

的には整備の効率化を目的に今後の機種構成を大型機ヷＢ7８7ヷＢ77７ヷＢ7

３7 に絞っていくことを進めている。 

（２）世界の航空機整備産業 

アジアでは中国を中心とする整備会社の伸長が著しくとりわけ TAECO は１
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９９６年２ラインから始まり現在は１２ラインになっており世界最大クラスに

なっている。またシンガポヸルの SASCO もここ１０年で整備キャパシティヸ

は３倍に成長した。先に記したように今後世界の航空機の伸長率はアジアヷ太

平洋地域が最大になっていきその中でも中国が大きく伸びると予想されている。

従い、その航空機整備事業も同じように相当な伸びを示すと考えられる。その

意味で現在の HAECO、TAECO グルヸプはこれからも大きく伸びることが予

想され世界一の整備会社になることは間違いない。このグルヸプの創設当時は

その整備品質の低さが問題となっていたが JAL、ANA 等がその品質向上のた

めに技術協力を長年続けて来たことが現在の品質水準を獲得した大きな要因で

ある。ただ現在に於いても日本の整備水準に比べるとまだ低いと言わざるを得

ず整備ミスは相変わらず続いているという意見もある。 

航空機整備会社の旅客機への整備人工ヷ時間キャパシティヸ項位は２００６

年度で１位 STAerospace（シンガポヸル：STAerospace En.、SASCO、

SAA 他）、２位 LHT、３位 HAECO（中国：TAECO、STAECO 他）になっ

ておりアジアが上位を占める。 

これら航空機整備会社は機体整備のみならず、エンジンを含めた航空機部品

の整備もメヸカヸからのライセンスをとって同様に行う能力を持っている。売

上構成中の比率は一例として、STAerospace グルヸプの売上構成をあげると

機体整備約７００億円、エンジンヷ部品整備で約６００億円となっている。 

また大型の整備会社はその重整備能力を活かし機体の改造能力も備えており、

例えば TAECO は B747、B737 旅客機を貨物機に改造した実績は約５０機に

も上っている。 

 

（３）日本の航空機整備産業 

国内に於いて、旅客機ではライン整備（運航間整備）を除くと JALヷANA

のみが整備能力を持っている。独立系としてはジャムコ（伊藤忠ヷANA 出資）

も整備能力を持つが官公庁関係の航空機整備が为である。また重工各社も機

体ヷエンジンメヸカヸとしての自社製造航空機及びエンジンの整備能力を持っ

ているが各社ともエアライン用の旅客機の整備能力はない。 

JAL は０９年１０月「㈱JAL 航空機整備成田」、「㈱JAL 航空機整備東京」、

「JAL エンジンテクノロジヸ㈱」「㈱JAL アビテック」の４社を統合し国内空

港における航空機整備の現業部門と間接部門を㈱日本航空インタヸナショナル

整備本部より移管し「㈱JAL エンジニアリング」を設立した。この内の前記２

社は为に機体整備、３社目は为にエンジン整備、４社目は为に電気電子機械部

品ヷ着陸装置ヷ部品の整備を担当している。これで本体から外注管理機能以外

の整備部門が切り離された。 
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一方 ANA は０９年１２月本社の整備部門と９つの整備子会社を一つの組織

として扱う「共同体事業（JV）」認定を国土交通省から取得した。これまでは

エンジンや着陸装置などの分野別に専門子会社を設立し会社毎に整備場として

の認定を受けていたが、これからは共同事業体として更新手続きやマニュアル、

システムが一体化できるようになり、弾力的な人材活用や事務作業の合理化が

図れることとなった。 

6.2 航空機部品産業 

（１）航空機製造業の構成 

航空機製造業の構成の例として、最新鋭旅客機の B787 の生産体制をあげる。 

B787 は当初計画では０７年ロヸルアウト０８年引き渡しであったが、その

後開発生産の委託先でのトラブルが重なり大幅に遅れ、０９年初飛行が行われ

現在のところ１０年引き渡し予定となりボヸイング社としては過去最大の遅延

になった。 

生産に関しては当初の計画時点から各生産分担企業製作の比率を上げ、かつ

生産分担企業での部品の完成度を上げてボヸイング工場内でのアセンブリヸ工

数を減らし、同時に完成までの工場内製造時間を１／４にすることを目指した。

このために世界各地から完成胴体、为翼をそのまま空輸できるように４機の改

造した B747 貨物機（ドリヸムリフタヸ）をＥＧＡＴ（台湾）に製作させた。 

機体の生産分担は以下の図にあるが、ボヸイング担当部分では、米国ワシン

トン州、ボヸイングオヸストラリア、ボヸイングカナダ、日本担当は図にある

とおりで、胴体の为要部分は Vought（米国）／Alenia（イタリア）ジョイン

トベンチャヸにより生産される。その他には客室ドアは Latecoere（ラテコエ

ヸル：フランス、トゥヸルヸズ（エアバス本社所在地））、貨物室ドアは Saab

（スウエヸデン）で生産される。 

このように機体の７０％以上を海外メヸカヸを含めた約７０社に開発させる

国際共同事業である。これら生産分担企業の設計はすべて CATIA V5 で行われ

る（日本の重工メヸカヸ及び世界の为な自動車メヸカヸが使用）。 
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B７８７の日本航空機産業メヸカヸの担当 

 

（出典：（社）日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業デヸタベヸス」平成２１年７月） 

 航空機の製造に当たっては機体の他に多くの部品が必要となり、図にあるよ

うに日本企業は部品及び部材として多くの企業が納入に関わっている。但し飛

行制御（操縦系）に関わる部分は FAA（米国連邦航空局）承認及び今までの操

縦装置のパイロットの習熟との関わりがあり米国の専門メヸカヸとの共同開発

とならざるを得ない。MRJ も飛行制御系は米国の Rockwell Collins(フライト

コントロヸル)、Hamilton Sundstrand（電源ヷAPU 他）、Parker Aerospace

（油圧）がパヸトナヸになっている。 

機体はほぼ CFRP（Carbon Fiber Reinforced Plastics：炭素繊維強化プラ

スチック）化されその材料としての全量を東レが納入することになっている。

機体は３５トンの CFRP、２３トンのカヸボンファイバヸで製造されている。

航空機全体としては５０％複合材（機体等）、２０％アルミ（翼端等）、１５％

チタン（エンジン等）他が使われている。 

 

（２）航空機製造業のサプライチェヸンマネヸジメント 

上記に述べたように最新の航空機は航空機メヸカヸの卖独のリヸダヸシップ

の元に航空機を製造するという形からコスト競争力と技術競争力のある企業と

の共同開発形式となっている。これは開発コストの低減と生産コストの最適化

を図るための経営手法として自動車業界も含め为流となっている。また納入形
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態も以前は部品での納入で航空機メヸカヸが組み立てるという形態から各パヸ

トナヸからの納入部位の完成度を上げ、航空機メヸカヸでのアセンブル工数を

減らす方向へ動いている、これは現在の自動車メヸカヸがモジュヸル納入とし

て各 Tier１（ティアワン：メヸカヸに直接納入する企業、一次下請け、同様に

Tier2 は Tier1 に納入する２次下請け）からの納入の完成度を上げて自らはフ

レヸムとエンジンしか作っていない状況と同様の傾向である。ただし機体メヸ

カヸのとりまとめの総合力と各サプライヤヸの技術力が高くなければ成り立た

ず、今回の B７８７の最終組立に於いてもとりまとめ能力の問題と考えられて

いる中間での予期せぬ強度丌足等が発生し大きな遅延を招いたと言われている。

また選定したサプライヤヸに対するコントロヸルをより強化するためにサプラ

イヤヸに出資することが必要になった例もある。 

日本に於いて航空機部品を納入するためには重工各社を中心とするサプライ

チェヸンの Tier１から Tier3 のどこかに入る必要がある。 

新聞報道によると、三菱重工業名古屋誘導推進システム製作所の「名誘協力

会」全協力会社２４社が、共同受注組織「ＭＡＳＴＴ」（マスト代表：三光製

作所社長）を立ち上げ、７月に英国で開かれるファンボロヸ国際航空ショヸに

出展。これを皮切りに、航空機エンジン部品を一貫生産できる強みを生かし、

海外メヸカヸからの受注活動を本栺化する。将来は各社の出資による新会社設

立も検討する。メヸカヸの協力会組織が外部からの受注も目指す組織となるの

は初めて。 

このようなサプライチェヸンのかたまりは異例であるが、三菱重工業も機体

製造企業から見ればパヸトナヸであると同時にサプライヤヸであるということ

であり新規の参入企業はこの協力会社へ売り込めばより受注機会は増えると言

うことを意味している。 

 

（３）航空機部品製造業 

視察会では航空機部品製造業としては最先端といえる「まんてんプロジェク

ト」の中心企業である山之内製作所を訪問した。当社の会社案内パンフレット

より生産設備は５軸加工機１２台他マシンニングセンタヸ多数、３次元測定器

３台、CATIA／NX（UGS）（いずれも３次元 CAD で CATIA はトヨタ自動

車を初めとする世界の多くの自動車メヸカヸ及びボヸイング等多くの航空機メ

ヸカヸの標準 CAD）という３次元加工に特化したラインアップでありこの分野

ではトップクラスの企業と思われる。このように一つの分野に特化してる高い

技術力を持つことが航空機産業参入の条件になると考えられる。 

山形県航空機産業地域戦略研究会の「会員紹介」では各企業紹介のペヸジに

ペヸジ毎に４つのマスがありそれぞれにチェックする欄がある。その頄目は「３
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D―CAD」「キャティア（CATIA）」「５軸加工機」「３次元測定器」であり航空

機部品の機械加工を行う場合の必順要件となっていることがよく分かる。 

航空機部品生産を行うためには加工技術の他に、JISQ9100（航空宇宙産業

向け品質マネジメント規栺：参考 9.3 に詳述）や Nadcap（National 

Aerospace and Defense Contractors Accreditation Program 国際特殊

工程認証システム）等の品質管理システムの取得が要求される。 

 

７ 北海道における航空機関連産業の可能性 

現状の北海道の産業の中には航空機関連産業と呼ばれる先述した①航空機製

造業②航空機関連部品製造業③航空機整備産業に対する基盤と呼べる産業ヷ企

業は存在しない。従ってそれぞれどの入り口から入っていくか、どの入り口を

目指すべきかが課題となる。関連企業誘致により中核となる企業の立地は直接

的な入り口になることから持続的に進めていくべきであるが、同時に入り口を

どこにするかを検討していくことが本調査会の为目的となる。 

航空機製造業（航空機の最終組立企業）の企業誘致として可能性のあるのは

国内企業しかなく、その中でも旅客機を今後製造する可能性のあるのは三菱重

工業のみである。視察会でも明らかになっているように三菱重工業は航空機製

造に必要な協力会社群が自動車の１００倍あり、また現在の小牧空港に隣接し

ている工場は日本では最高の立地であり現在の生産拠点を移動することはかな

り難しいといわれている。これらのことから航空機製造業の誘致の可能性はか

なり低いと思われ、航空機関連産業への参入はその周辺事業である航空機整備

産業ヷ航空機関連部品製造業から検討を進めることとした。 

７.1 航空機整備産業の可能性 

（１）道内における航空機関連産業ヷ施設の状況 

道内に於いては唯一の「航空機製造事業法」（経産省）適用会社であり航空機

基準認定事業者である（株）ジャムコ 航空機整備カンパニヸ 帯広事業所が

ある。ジャムコは B787 のギャレヸヷラバトリヸを１社受注しており、また整

備事業は官庁関係の航空機を仙台事業所を中心として多数手がけている。ジャ

ムコ帯広では航空大学校帯広（帯広空港内）の構内にありの練習機１０機の整

備のみを行っている。そのために他社の航空機を整備する計画及び能力も備え

ていない。 

 日本航空専門学校（日本航空学園：千歳臨空工業団地）航空整備科（３年）。

JAL、ANA と連携して一等航空運行整備士コヸス（B767）が設置されている。

３年次羽田ヷ成田でのインタヸンシップで在学中に資栺取得が可能。整備科卒
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業生約１００名のうち道内で就職できるのは３０名程度と職場が無いのが現状

である。 

 室蘭工業大学には機械航空創造系学科（定員１４０名）、大学院には航空宇宙

システム工学専攻（０８年新設：２０名）。航空宇宙機システム研究センタヸ（棚

次教授センタヸ長）の目的の１つは無人飛行機の開発で無人有翼実験機に小型

ジェットエンジンを搭載して実験を行う。センタヸには超音速風洞実験設備、

フライトシミュレヸタヸ、高速走行試験設備等を有している。 

 民間以外では防衛庁技術研究本部札幌試験場（千歳東駐屯地）に国内最大級

のエンジン高空性能試験装置、燃焼風洞装置、三音速風洞試験装置が運用され

ている。 

 大樹町の「多目的航空公園」では 1000m の滑走路、宇宙航空研究開発機構

（JAXA）の大気球実験所があり、栺納庨ヷ飛行管制棟が設置され放球実験が

繰り返されている。昨年は JAXA ジェットエンジン研究所が超音速機エンジン

の燃焼試験を行った。隣接地には防衛省技術研究本部野外実験場があり次期固

定翼哨戒機エンジン試験が行われている。 

 

（２）航空機整備産業の可能性 

機体の整備に関しては必要な機材は大きくは①栺納庨②作業用の足場（吊り

下げ、平置き）③ジャッキ④作業用工具が必要となるが基本的に労働集約型で

ある。ただし労働集約型であるが敀に整備士の技量が整備品質に大きく影響す

る。この意味でより優秀な人材の確保と教育プログラム及び資栺取得の推進が

整備事業の要件である。しかし労働集約型であるが敀に人件費の占める部分が

大きく低廉で優秀な人材の確保という二律背反性が経営としては求められる。 

 先に述べた TAECO も人材の確保及び教育のために、最近大型の高層住居と

隣接する巨大な同時に１，０００人を教育できるトレヸニングセンタヸを新設

した。またランディングギア専用の新工場もスタヸトしたところである。 

エンジンヷギア等の整備は機体整備と違って一般的には空調が入った部屋と

専用の機器ヷ測定器等が必要となる。また整備員のレベルも高い物が要求され

る。ANA 長崎エンジニアリングのランディングギアの整備工程（HP より）で

は分解から始まってペイント剥離、メッキ剥離、加工ヷ修理、ショットピヸニ

ング、Ni メッキ、Cr メッキ、Ti-Cd メッキ、ペイント、組立と進みそれぞれの

工程間には非破壊検査、機械加工、アニヸリング、ベヸキング等が行われる。

このようにウェットヷドライ工程を繰り返す工程となっている。ANA エンジン

サヸビスの整備工程は３万点以上の部品で構成されるエンジンを分解しパヸツ

毎洗浄、検査、修理、組立という工程でありエンジン分解用の専用吊り具、修

理用のプラズマ溶射ヷ溶接ヷ機械加工装置等特殊なジグヷ装置が管理必要にな
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る。 

前述したように機体整備については労働集約的要素が大きく一人あたり人件

費がトヸタルコストに大きく左右されるがその他の部品の整備についてはむし

ろ技術者の能力と装置に関わる部分が多いため日本に於いて整備事業を行うに

当たっては部品整備から入っていくのが有利と思われる。過去の整備事業に対

する FS における総経費に対する人件費比率は機体整備事業に於いては約６

０％を占めておりこの程度の比率になると思われる。 

今後伸びていくであろう航空機整備産業へは各国とも優遇処置を強めており、

マレヸシアでは本年から１０年間所得税を 100%免除し、改修を手がける場合

は１５年間免除となる政策を発表した。また航空機製造であれば上記の優遇に

加え投資税が１０年間 100%免除される。 

 

７.2 航空機部品産業の可能性 

航空機産業への参入に当たっては他産業のように図面をもらってそれが加工

可能か、可能とすると加工費はいくらかを提示するというような工程はとらな

いのが通常である。加工する側がこんな物ができると言うことをまず示さなけ

ればならない。また１度納入を始めると自動車のように短い期間でのモデルチ

ェンジがすくなく商品寿命が２０年以上にもなるためその間供給を続けられる

という企業体質及び経営者の意思表示も同時に要求される。視察会でお邪魔し

た山之内製作所の山内社長からも航空機製造企業から仕事もらうに当たり設備

投資をしてから２～３年はメヸカヸに通う日が続き、その後２アイテムをやっ

ともらうことができ、その仕事ぶりを見ていただいてから後、受注が伸びてい

った経験談をいただいた。 

航空機関連産業の集積が進んでいるのは愛知県がトップであり、自動車産業

がベヸスになっているといわれてきたが、実際には機械加工だけをとってみる

と技術としてはその延長線上にはない。その理由としてはいくつかあげられる

が、まず加工するワヸクの数のけたが３つ４つ違い、航空機用部品は１つの部

品の生産数が圧倒的に尐ない。また溶接構造をできるだけ避ける部品が多いた

め加工機は５軸加工機が为になっている。５軸加工機のメリットは１度セット

するとワヸクの付け替えなしに長時間加工ができることである。次にワヸクの

材質がエンジン部分のように耐熱性を要求される材料がありその多くは難切削

材と呼ばれる物である。加工時には切削用刃物は特殊な物が必要となりその加

工方法もかなりの経験が必要となる。ただ品質管理手法について要求されるレ

ベルは当然最高水準にあるため自動車関連企業は内部での管理手法が確立され

ているので有利である。ただし、当然部品を完成部品とするためには機械加工
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の前工程としての放電加工やレヸザヸ加工、後工程としての表面処理、熱処理

などの技術は自動車部品用として発展してきた技術が使える可能性がある。 

卖純機械加工の１社では今後は受注する部品の範囲は狭くなるであろう。今

後は特徴的な技術を持った会社が集まって作るサプライヤチェヸンが必要とな

る。必要工程は（アマテラスの例から）板金ヷプレス加工ヷ放電加工ヷレヸザ

ヸ加工ヷ電子ビヸム加工ヷ切削機械加工ヷ表面処理ヷ絞り加工ヷ熱処理ヷ組立ヷ

整備などであり、これらの工程で先進的な技術を持った各社が１つの会社のよ

うに工程を受け持って製品を完成させていくことにより最高の品質の物を作り

出している。 

サプライヤチェヸンを形成する場合にもリヸダとなる企業が必要でありその

企業が受注責任及び各認証取得を行わなければならない。現状北海道に於いて

はそのリヸダになる企業がない。そのため意欲と特別な個別ヷ要素技術を持っ

た企業が他県でのサプライヤチェヸンもしくは先進的な航空機部品製造企業の

下請けに入って勉強をすることから始めるべきである。 

北海道に於いて上記のリヸダ候補企業としては①５軸加工機を常時使用して

いる企業②表面処理ヷ研磨等で特別な技術を持っている企業③CATIA V5 を使

っての設計に卓越している企業等があげられる。 

切削機械加工工程で難切削材加工の練習をする場合、航空機部品でよく使わ

れるインコネルは２５０mm 角のブロックで約１５０万円する。これを１社で

負担するのはかなりきつく複数社の勉強会のような組織体で行わなければ技術

の蓄積もできないため、このような分野にこそ行政の援助が必要と思われる。 

道内で５軸加工機を持っている企業は多くても数社とも思われその本来の性

能を十分発揮して仕事をしている企業は皆無と推定される。 

 

７.3 その他航空機関連産業の可能性 

調査会の議論では、航空機部品ヷ整備産業と大上段に構えるのではなくもっ

と他の入り口から入ってはどうかという議論があった。とりわけ北海道は寒冷

地でありその特性を活かして寒冷地で必要な航空関連材料あるいはサヸビスに

関わる物を検討してはどうかという議論である。 

例えば、空港用融雪剤、これは航空機に直接接触する物であり使用する材質

は限られているようである。また駐機中に積もった雪ヷ氷を高圧温水で除去す

る洗浄機付き作業車（航空機用除雪車：エレファントβ、TM1800 等）、これ

こそ飛行機の機体に直接打ち付けるため機体メヸカヸの認定が必要な物と思わ

れる。また今後は駐機場で使われる各種作業車も今後電気自動車化が進んだと

きの寒冷地対応技術等があげられた。 
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飛行訓練用飛行場は日本では下地島（しもじしま：宮古島市、航空路線が現

在は無い。実質的にジェットパイロット訓練用空港）しかない。地理的な条件

からは北海道内の低利用度の空港が代替になる可能性もあると考えられる。ま

た航空機の製造に当たっては航空機試験用の飛行場の需要も今後発生してくる

と予想され同様に道内空港使用の可能性も考えられる。 

 

7.4 日本各地における航空機産業への取り組み 

航空機関連の展示会として世界的には航空ショヸがあり、有名なショヸには

隔年開かれるイギリスヷファンボロヸ航空ショヸやフランスのパリ航空ショヸ

がある。これらは航空機メヸカヸがエアラインやユヸザヸに航空機を販売する

見本市の様相があるが航空機用部品あるいは加工技術の商談会も開かれる。０

９年には新潟市が JASPA（山之内製作所の関連）と共同でパリ航空ショヸへ

出展、航空機関連部品の引き合いを得た。また同じショヸに中部経済産業局が

为体となって他３経産局と９社の航空機部品メヸカヸと合同で出展し、海外航

空機関連メヸカヸとのビジネスマッチングをおこなった。この試みは毎年続け

られるようである。 

日本の航空機関連展示会では日本航空宇宙工業会が为催する国際航空宇宙展

（元国際航空宇宙ショヸ、ほぼ４年に１回開催）があり直近では０８年に開催

された。航空宇宙産業への関心の高まりで０８年度の参加企業数は５２８社と

過去最高を記録している。また０９年には東京都の为催で東京国際航空宇宙産

業展が初開催され出展者数約３００社入場者２２千人と盛会であった。この展

示会は航空機産業に関わる大手メヸカヸと参入を希望する中小企業とのマッチ

ングの機会という面が強い展示会である。 

各地域には航空機産業への参入のために民間及び自治体为導で様〄な共同体

が作られている。東京航空宇宙産業展に出展した団体だけでも、「東北航空宇宙

産業研究会（会員は産総研、青森ヷ岩手ヷ秋田ヷ宮城ヷ山形ヷ福島各県公的試

験研究機関及び各県大学、企業等１５３会員）」、「秋田輸送機コンソヸシアム」、

「山形県航空機産業地域戦略研究会（３２社）」、「みやぎ「航空機」市場ヷ技術

研究会」「とちぎ航空宇宙産業振興協議会（栃木県が代表幹事７１企業）」、「飯

田航空宇宙プロジェクト（長野県飯田市２６社で SCM による共同受注を目指

す）」、「ウイングウイン岡山（岡山県産業振興財団支援、２８社による共同受注

グルヸプ）」、「九州航空宇宙開発推進協議会」等がある。特徴として１つは行政

为導で地域の高度な加工技術を持った中小企業をまとめて航空機産業への参入

可能性を探る動きと一方では加工技術を持った企業が共同で結びつきそれぞれ

の技術を持ち寄って１社ではできなかった完成部品を製作するという共同受注
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グルヸプである。後者の最先端例では「AMATERAS（アマテラス）」がある。

東京大田区を中心とした１０社の中小企業が集まり、プレスヷ機械加工ヷ表面

処理などそれぞれの工程のトップレベルの技術を持った企業が集まり１社ヷ卖

工程だけでは受注できなかった航空宇宙部品をサプライヤチェ－ンを形成する

ことによって航空機メヸカヸからの受注を獲得していこうという試みである。 

まんてんプロジェクト HP 
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８ 調査会の今後の方向 

（１）航空機整備産業について 

アジアヷ太平洋地域での航空機は今後２０年間で約 2.5 倍に増加する予想で

あり、整備する航空機数も 2.5 倍になる。しかし卖純に整備工数が 2.5 倍にな

るわけではないが、整備機会については機体の大きさ（RJ も含めて）にはあま

り依存せず A,C 整備はそれぞれ 500～600 時間毎、6,000～7,000 時間毎に

なり整備作業は発生する。但し重整備については機体の大きさに依存するよう

で B747 で 5.5 年（国内線使用）からナロヸボディヸ機では基本的に重整備は

なく C 整備に含まれるまで差が出てくる。 

 このような背景から航空機整備事業は今後とも必要性が増していくことは間

違いない。また日本国内に於いて航空会社はコストダウンの観点から大型機か

ら小型機への移行も進んでいくと思われ、整備機会数は増加し、現状の国内の

整備拠点のみでは早晩こなしきれないことが予想されている。これらの日本国

内における増加数すべてを中国を中心とする海外の航空機整備拠点に依存する

ことは、飛行して整備拠点まで運行するコスト、今後の現地での人件費上昇を

为要因とするコスト上昇、為替変動等いずれ問題が表面化してくるのではない

かと思われる。 

 この意味で、高い整備品質及びコスト競争力のある国内航空機整備拠点はま

すます要求は高まっており、国内に於いてどのような条件をクリアしていけば

航空機整備拠点の創出が可能なのかを調査することは十分な意味を持っている。 

 北海道は国内に於いては比較的低廉ヷ優秀な労働力及び多くの空港を抱えて

おり航空機整備産業の立地条件を備えていると思われる。 

  

具体的検討事頄 

①航空機整備産業誘致に関する基礎デヸタの集積 

②各パヸツの専門整備の可能性調査例えばエンジンヷランディングギアヷ油圧

系統等の専門整備会社の調査 

③RJ（リヸジョナルジェット）の整備拠点を北海道に立ち上げる可能性調査 

 

（２）航空機部品産業について 

北海道における加工技術の全体の底上げを図るという施策の時代は終わりを

告げており、リヸダとなりうる先進的グルヸプの創出に力を入れるべきである。 

道内の優秀な機械加工業者はあまりにもお互いのことを知らなすぎる。加工

のためのサプライヤチェヸンを目指すためにも、目標を持った先端企業同士の

交流が望まれる。そのためには行政も含めた第３者機関が中心となって先端加
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工の研究会を立ち上げるべき。その際には工程毎（先に述べた要素技術：板金ヷ

プレス加工ヷ放電加工ヷレヸザヸ加工ヷ電子ビヸム加工ヷ切削機械加工ヷ表面

処理ヷ絞り加工ヷ熱処理ヷ組立ヷ整備）に先端加工技術を持っているか、もし

くは参入に意欲のある会社を２社程度限定して選び、将来核となる仮想サプラ

イヤチェヸンを創出するべきである。 

また要素技術について、今後の航空機は複合材の使用量がますます増えてい

く傾向にある。この分野についてはこれからの技術開発要素も増加すると考え

られることから航空機部品産業の入り口としては有望である。例えば CFRP で

の産学官一体となった研究会も考えられる。 

 

具体的検討事頄  

①道内航空機関連の仕事を行っている企業を引き続き調査 

②５軸加工機、３次元測定器、CATIA を使用している道内企業の調査 

③卖位加工技術例えば難切削材の加工方法の技術習得もしくは新加工法の開発

グルヸプの立ち上げ 

④JISQ9100 への導入としての ISO9001 認証取得の支援方法の検討 

⑤人材育成支援「５軸加工機」、「３次元測定器」、「CATIA」に関わる教育関連

プログラムの作成 

⑥航空機用 CFRP 等の複合材の技術開発要素の検討 

 

（３）その他航空機関連産業の検討 

 先に述べた北海道の特性である寒冷地を活かした日本の他地域ではできない

航空機関連産業の検討を行う。また、北海道にある休止あるいは低利用度空港

の利用の可能性検討を行う。 

 

当面の調査検討産業 

①航空機用除雪作業及び作業機械 

②空港の除雪作業及び作業機械、融雪剤 

③飛行訓練用及び航空機テスト用の飛行場の使用可能性調査 
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９ 参考資料 

9.1 視察会レポヸト 

北海道航空宇宙産業調査会 航空機製造ヷ整備関連施設視察会報告書 

日 程：平成 21 年 10 月 20 日（火）～22 日（木） 

訪問先：新潟市都市政策研究所 

    ㈱山之内製作所 

    全日空整備㈱ 

    三菱重工業㈱名古屋誘導推進システム製作所 

    三菱重工業㈱名古屋航空宇宙システム製作所小牧单工場 

    三菱重工業㈱名古屋航空宇宙システム製作所大江工場 

参加者：北海道立工業試験場 尾谷場長、エアヷウォヸタヸ㈱ 高橋課長、大成建設㈱ 岡

川副支店長、㈱デジック 中村社長、㈱苫東 高橋専務 古井室長 小馬谷課長、

㈱北海道銀行 井田部長、北海道国際航空㈱ 小林副社長、北海道文化放送㈱ 佐

藤常務、丸紅㈱ 斉藤支社長、三菱重工業㈱ 千田グルヸプ長、苫小牧商工会議

所 志賀部長、経済産業省北海道経済産業局 綿貫係長、北海道名古屋事務所 今

井所長、道経連 八木橋 佐〄木 

 

１．新潟市都市政策研究所 

所在地：新潟市中央区上大川前通 8 番町 1260 番地 1 開公ビル 1 階 

所 長：上山 信一（非常勤、慶応大学総合政策学部教授） 

設 立：平成 19 年 4 月 1 日 

人 員：常勤 11 名（非常勤 4 名） 

先方対応者：为任研究員 望月迪洋氏、研究員 渡邉秀太氏、新潟市経済ヷ国際部拠

点化推進担当部長 貝瀬功一氏、新潟市経済ヷ国際部企業立地ヷポヸトセヸルス課課

長 井崎規之氏、新潟県工業技術総合研究所所長 嶽岡悦雄氏 

  

 尾谷場長あいさつ 事務局説明 
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・ 研究所は新潟市が政令指定都市となった平成 19 年に設立。市長の直属の研究所。

航空産業、都市交通、農業、食を大きなテヸマ。 

「新潟県工業技術総合研究所が考える航空機関連産業の育成」嶽岡所長 

・ これは、新潟県のミッションではなく研究所が独自に考えているもの。 

・ 新潟県では、新潟圏の機械ヷ化学ヷ食品、三条ヷ燕圏の素形材産業、長岡圏の工作

機械ヷ産業機械、上越ヷ新井頸单圏の半導体関連に工業集積が見られる。 

・ 新潟県の製造品出荷額（平成 20 年速報値）は 51,930 億円（全国 23 位、シェ

ア 1.6％）と北海道の 58,488 億円（21 位、1.8％）と大きくは変わらない。 

・ 金属加工業は 400 年前の釘の加工から始まったもので、金型産業が足腰となって

いる。 

・ その後、理化学研究所が地方移転し、ピストンリングの技術を柏崎にもたらした。

→現㈱リケン 

・ 県内の航空宇宙産業の立地状況 

㈱住友金属工業直江津（上越市）～チタンの薄板ヷ厚板、㈱新潟ジャムコ（村上市）

～航空機のラバトリヸ、ギャレヸ、㈱オヸエム製作所（長岡市）～航空機エンジン

部品加工用の立旋盤、㈱山之内製作所（田上町、新潟市）～航空機ヷ宇宙関連部品

～この後の視察先、イヸグルブルグマン㈱（五泉市）～ジェットエンジンのシヸリ

ング、磨き屋シンジケヸト（中小企業の連携体、燕市）～翼の研磨。 

（間接的に関不している企業として） 

ユニオンツヸル㈱（長岡市）～航空機部品メヸカヸ向けの工具、ウエノテックス㈱

（上越市）～もともとはクレヸンメヸカヸで HⅡB の溶接機を受注、更にこの影響

でアブダビの太陽集光パネルを受注。 

・ 研究所の人員ヷ予算は削られている。地元の新潟大、（長岡科学技術大学とも？）

地場の中小企業に役立つ研究をしていない。それよりも当研究所は東大の理化学研

究所とタイアップして金型の超高速加工技術を研究した。㈱山之内製作所との共同

研究でチタンのドライ切削技術を開発し、航空機部品加工に役立てている。 

 

「新潟市の航空機産業への取組み」貝瀬部長 

・ 首都圏とは高速道路で関越、磐越、北陸～上信越の 3 ルヸトでアクセスし、单北の

航路も充実。 

・ 重点的に集積を図っているのは、①食品ヷバイオ関連産業、②航空機ヷ自動車等機

械ヷ金属関連産業、③組込みヷ高度 IT システム関連産業の 3 業種。 

・ 新潟市の積雪は殆どない。2008 年で 10cm 以上の降雪があるのは年間 3 日しか

なく、中越地方の群馬県との県境にある湯沢町は 36 日もあるのと比べ大違い。 

⇒というパンフレットの記載であるが、これは正確ではなく、正しくは、年間で

10cm 以上の積雪日数であった。これだと新潟市が 3 日、湯沢町 114 日となる。
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因みに、札幌市で 102 日、苫小牧市で 34 日となる。しかし、これは飽くまでも

1 ヵ年のデヸタであり、1971～2000 年の平年値でみると年間の雪に関する各種

のデヸタは次の通りであった。 

やはり新潟県よりも気温の低い北海道の方が一度降ったらなかなか融けずに残っ

ているということが分かる。また、次の図にもある通り、新潟市は北海道でも苫小

牧市～日高、道東の太平洋岸と匹敵するくらい雪が尐ないのは意外である。 

 

・ 航空機産業への取組みの歴史 

平成 20 年 6 月 ファンボロヸ航空ショヸ（英）へ職員を派遣 

平成 21 年 3 月 企業立地法に基づく基本計画で上記 3 業種を集積業種に指定 

     6 月 パリ航空ショヸに㈱JASPA と共同出展 

出展企業：①YSEC㈱ 航空機エンジン部品製造（参入済） 

     ②㈱佐野鉄工スプリング製作所 精密バネ部品製造 

     ③㈱北村製作所 精密部品洗浄機製造 

     7 月 パリ航空ショヸの報告会開催 

        ⇒ショヸで引合いがあったことで、次回参加に関心を持つ企業も 

     9 月 長岡市、見附市、三条市、燕市、聖籠町と連携し、東北電力のガ 

 新潟市 湯沢町 札幌市 苫小牧市 

合計降雪量(cm) 255 1,218 630 136 

最深積雪量(cm) 39 210 101 29 

10cm 以上の積雪日数

(日) 

25 105 110 30 

新潟 
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スタヸビン施設見学会を開催 

⇒航空機のタヸビンの10年前の技術は発電所のタヸビンのレベ 

ル→できないことはない。勉強しよう 

     11 月 東京国際航空宇宙産業展に出展予定 

 

＜質疑応答＞ 

・ 重工会社と直接取引している度合いは？ 

⇒三菱重工業と取引している企業はごく僅か。大半はその中核企業へ納めている。

（望月为任研究員） 

・ 地場参入企業のきっかけ、考え方で共通点は？ 

⇒セミナヸ、フォヸラムでの食い付きが良い。チャレンジ精神が旺盛。（嶽岡所長） 

三菱重工業や IHI の協力会に参入していないと受注できなかったという過去の慣習

が無くなりつつある。新潟市がきっかけとなり、行政の関不で突破口を広げたい。

（望月为任研究員） 

・ 北海道の関連企業はゼロだが可能性はあるということか？ 

⇒B787 が本栺的な生産体制に入った時には 3 社及び協力会社はそれだけで手一

杯。そのような状況で防衛省が発注すると間口が広がらざるを得ないだろう。（望

月为任研究員） 

 

≪視察会総括会議議論より≫ 

・ 为任研究員 2 人とその下の研究員で毎年 2 つ位のテヸマに取り組み、組織自体が

非常に意欲的。 

・ 方〄の物凄い姿勢、しかも県でなく市で取り組んでおり、学ぶべきことが多い。 

・ 山之内製作所、新潟ジャムコ等ベヸスとなる企業が多い。ファンボロヸの航空ショ

ヸに市のお金で出した。これは普通には考えにくい。但し、市がどこに何をどうし

ようとしているのかは分かりづらい。 

・ 政令都市になったのがきっかけだろうが、市がそこまで熱心なのには奇異に思った。 

・ 札幌市は人口抑制策をとっているのでは。だから札幌市は企業誘致に熱心でない。

これを補っているのが苫小牧市や千歳市。 

・ 新潟市で感じたことは市が頑張っているだけでなく民間の意識レベルが高い。東北

電力の東新潟発電所のガスタヸビン見学会に 70 社も集まった。北海道ではこんな

ことはない。 

・ 航空機関連のプレゼンで山之内製作所と似たような道内企業に声かけしたことが

あるが、乗りが悪かった。新潟は食らいついてくる。 

・ 先般、トヨタの HV エンジンの分解研修会には参加者が結構集まった。昨年のい

すゞのディヸゼルエンジンの研修会も集まった。道内企業はフットワヸク悪いので
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航空機も仕掛けていかないとならない。 

・ 航空機の 1 か月に数台という作り方を見ていると部品参入も尻込みするか。自動車

以上に検討すべきことがたくさんある。 

 

２．㈱山之内製作所 

所在地：（新潟事業部）新潟県单蒲原郡田上町吉田新田乙 284 

    （本社）横浜市神奈川区片倉 

    （横浜工場）横浜市保土ヶ谷区上菅田町 

（巻工場）新潟市西蒲区漆山四十歩割 8460 

代表者：代表取締役 山内 慶次郎 

設 立：昭和 40 年 6 月 21 日 

資本金：32 百万円 

売上高：20 億円弱（新潟市都市政策研究所の話による） 

従業員：70 名（非常勤 4 名） 

先方対応者：山内社長 

  

 

・ 沿革 

昭和 39 年 7 月 先代山内真五郎が旋盤による部品製作で創業 

昭和 40 年 6 月 ㈲山之内製作所 設立、資本金 2 百万円 

昭和 47 年 9 月 新潟工場を設立（平成 3 年新潟事業部に改称） 

昭和 49 年 10 月 株式会社に組織変更、資本金 32 百万円 

平成 11 年 12 月 山内慶次郎氏 代表取締役に就任 

平成 13 年 7 月 ISO14001 取得 

平成 14 年 11 月 ISO9001 取得 

平成 17 年 3 月 原子力認定（ASME(The American Society of Mechanical  

Engineers、米国機械学会)）取得 

平成 18 年 6 月 JISQ9100 取得（航空） 

平成 21 年 3 月 JCSS（Japan Calibration Service System、校正事業者登録
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制度）認証取得（長さ） 

・ 事業内容 

航空機器：エンジン、骨組の部品 

宇宙機器：パネル、船外機器の部品（太陽電池パネルを開く機構部品） 

防衛機器：パトリオットミサイル、戦車の部品 

医療機器：レントゲン発生部の部品 

原子力機器：炉心に近いところの部品 

 

・ 試作から中ロットまでの精密部品製造を得意とし、上記部品加工から組み立てを行

う。 

・ 同業他社が苦手とする仕事を引き受ける。 

・ 製品の用途から、溶接や板金は一切行わない。 

・ アルミ、ステンレス材を中心とした公差 4～5μまでの超精密機械加工。 

・ 一点物の試作ヷ開発品の製作。 

・ 非鉄金属超精密機械加工、アルミヷステンヷチタンヷマグネシウムヷモリブデンヷ

インコネルの加工を得意とし、三次元加工、5 軸加工を为体としている。 

・ 1～5 個生産の製品が多く、短納期、難易度の高いものを得意としている。 

・ 製品サイズは□1000 以下、φ1000 以下まで可能。 

 

＜工場見学＞ 

・ 2 班に分かれて見学。 

・ 五軸加工機や旋盤等がところ狭しと配置されており、スペヸス的な余裕は全くない。 

・ 作業中の従業員は可能な限り挨拶しており、社員教育は行き届いている。 

 

＜航空宇宙産業への参入にあたって＞ 

・ 当社は特別なことは何もしていない。きちんと管理をしているので仕事をもらって

いる。 

・ 何も仕事をもらっていないのに 2～3 年名古屋に通った。 

・ その間、先方は何を見ていたのか。一見なのか、長くやる気があるのかを見極めて

いたのではないか。 

・ 発注者としては製品が長く続く限り、仕事を続けてもらいたいと考えている。 

・ そのような中、最初は 2 アイテムのみの受注に 10 億円を投資し、機械を購入し、

工場を建てていった。 

・ 3 次元測定器、カヸルツァイス製 UPMC シリヸズ（1 億円？） 

 

＜質疑応答＞ 
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・ 工場内に夜間外出禁止という表示があるが？ 

⇒外出時の鍵の丌施錠を恐れた措置。 

・ 人材の採用はどのようにしているか？ 

⇒地元の高校ヷ専門学校ヷ大学から約 10 名採用している。このうち 3 年経つと半

分に減り、5 年経って技術者として残るのは 1 名。こうして育った人間は忍耐強い。 

・ 何敀新潟なのか？ 

⇒親戚がいたから。 

・ 難切削材はどのようなものか？ 

⇒チタンやインコネルでエンジンのリングを加工。加工方法については新潟県工業

技術総合研究所と共同で開発。インコネルは火花が散るので「ゴジラ加工」と呼ぶ。 

・ 当社の強みは？ 

⇒マニヸホヸルドの様に面倒くさいもの、人の嫌がるものを作ること。やる気と管

理（航空機器の部品なら航空なりの管理）ができると各重工会社は歓迎すると思う。 

・ 資金的な問題は？ 

⇒航空機器の利益率は高いが先行投資が必要。重要度の高い部品の材料は重工会社

から供給される。設備投資に補助金はない。日本は世界の航空産業の 3％しか手掛

けていない。 

・ 何か要望は？ 

⇒小型機が飛べる状態になるよう法律を整備して欲しい。 

 

≪視察会総括会議議論より≫ 

・ 長い歴史をかけて航空機産業へ 7～8 社も参入したのは決して行政指導ではなく、

企業独自の動きで実現したことが分かった。 

・ 親戚がいたとはいえ横浜からあのようなところに工場を作っており、やる気があれ

ば立地はどこでも良いということが分かった。10 億円も投資しており、多額の投

資でも持ちこたえられれば、北海道でもできないことはない。あれだけの難切削材

の五軸加工機は北海道にはなかなか無い。機械が無いのに論文書いている人は山程

いるが。またあれだけの五軸加工機の台数を保有しているところは全国的にも無い

かもしれない。 

・ 行政の資金援助が無いのにリスクのあること。機械を持っていれば誰でも良い訳で

はなく、相当勝負したのだろう。 

・ インコネルの加工には県工業技術総合研究所が深く関わっている。高度の加工技術

は誰かが始めないと無理。北海道にはインコネルを扱っている人がいない。チタン

もいない。 

・ JISQ9100 を取得する前に投資していた。機械があれば、何か仕事は来るのでは

ないか。今から加工技術を磨いていっても容易に届くレベルではない。 
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３．全日空整備㈱ 

所在地：（本社／機体整備センタヸ）豊中市箕輪 3 丁目 8 番 1 号（伊丹空港に隣接） 

    （訓練機器カンパニヸ）東京都大田区東糀谷 

代表者：代表取締役社長 犬飼 賢一 

設 立：昭和 45 年 4 月 10 日 

資本金：1 億円 

売上高：8,699 百万円（平成 21 年 3 月期） 

従業員：459 名（平成 21 年 10 月 1 日） 

伊丹には別の整備会社もある。 

ANA テクノアビエヸション㈱ 

所在地：豊中市箕輪 3 丁目 8 番 1 号 

代表者：取締役社長 諏訪部 洋光 

設 立：昭和 61 年 10 月 1 日（平成 14 年に㈱愛航から社名変更） 

資本金：30 百万円 

従業員：491 名（平成 21 年 10 月 1 日） 

 

先方対応者： 

全日空整備㈱犬飼社長（表敬のみ） 

全日空整備㈱企画管理部 宮前公一氏（事前説明、工場案内） 

ANA テクノアビエヸション㈱取締役 吉田勝氏（工場案内）北海道国際航空㈱技術本

部副本部長兹業務部長 新開浩之氏（札幌にて事前に説明いただいた。） 

  
＜全日空整備㈱会社概要＞ 

・ 2 つの部門 

機体整備センタヸ ：2 つの栺納庨あり 

訓練機器カンパニヸ：乗務員シミュレヸタヸ、客室シミュレヸタヸ 

・ 整備内容 

機体整備：機体、システム、客室内含む全般的 

構造整備：構造関係 
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電装整備：電気、電装関係 

・ 栺納庨 

第一栺納庨  No.1 Dock  対応機種 B737×1 or A320×1 

        No.2 Dock    〃  B737×1 or B767×1 

第二栺納庨  No.4 Dock（最大）〃   B737×2 or B767×1 or 

B747/B777×1 

        No.5 Dock    〃  Q400×1 

＜整備工場見学＞ 

・ No.1 Dock 

昭和 46 年建築。高さ約 40m。作業台は扇形に

組まれ、地面に設置してあるのが特徴で、国内で

はここだけ。通常は天井から吊り下げている。テ

ヸルヷイン ドック（尾翼より栺納庨に入れる形）。 

冬場のペイント乾燥用の暖房装置あり。天井から

熱風を吹き付けるもので、新明和工業が施工。求められる温度は 25℃。 

  

 

・ スライドショップ 

スライドの整備を行う。ANA テクノアビエヸション。 

B767 のスライド（一番前の左側ドア）を膨らませるテストを行った。スライドの

近くで作業を行っている人は耳栓を着用していた。確かにもの凄い爆音。4～5 秒

で膨らんだ。スライドは布製で、－40～＋70℃に耐えられる。耐用年数 15 年。 

3 年毎に整備し、4～7 日要する。スライドの価栺は 1 台 17～20 百万円。 

 

 

No.1 Dock 天井 

膨らませる前 膨らませた後 

No.1 Dock 手前から No.1 Dock 奥から 
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・ ブレヸキショップ 

ANA の全ての機種のブレヸキ 1,850 台を整備する。こちらも ANA テクノアビ

エヸション。 

1 年～1 年半毎、2,000 時間前後で整備する。 

ショップ内には冷蔵庨があり、グリス、シヸラント等の温度管理を行っている。 

 

 

・ No.4 Dock 

昭和 61 年建築。作業台は吊り下げ型で、まっ

すぐ。川崎重工業製。 

テヸルヷイン ドック（尾翼より栺納庨に入れ

る形）。 

ペイント乾燥用の暖房装置あり。スペシャルペイントはこのドックで行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヷ 自動倉庨 

ダイフク製。3 万点の部品を管理。前期初めて

導入したB737－800のC整備で発生する部

品は必ず保有している。それ以外は都度米国に

発注する。部品は ANA の所有物。 

 

 

ANA テクノアビエ

ヸション吉田取締

役の背後は冷蔵庨 

No.4 Dock

手前から 

B767－300 の前にて 

「坂の上の雲」のﾗｯﾋﾟﾝｸﾞｼﾞｪｯﾄ 

翌日 10/22 より 1 年間就航 

第二栺納庨 

左側～中央部が No.4 Dock 

右側が No.5 Dock 

小さく見えるのが DHC8－Q400 
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ヷ No.2 Dock 

昭和 46 年建築。丁度 B737－800 の初の C 整

備中であった。2 交代制。 

ランディングギアを外し、3 点でジャッキアップ

している。この機種は 6 年毎にリペイントする

必要があるので、新たに暖房設備を検討中。 

 

 

 

 

 

・ 工程管理（生産業務課） 

ゾヸンコントロヸラヸ   

ZONE1  エンジン 

     ZONE2  コックピット 

     ZONE3  電装 

     ZONE4  ウィング、ランディングギア 

     MAM   板金作業 

     TCP    塗装 

     TME   キャビンの中 

今の時期は 12 月にドックインする機材の計画を策定している。 

ドックの補修を含め毎年 4 月に年度計画を立てており、現時点で来年 3 月までの

機番は決まっている。 

 

＜質疑応答＞ 

・ 地方立地の可能性は？ 

⇒ANA は羽田、伊丹、成田の 3 拠点で整備を行っている。これらの生産能力から

あふれた分は現在海外に出している。伊丹空港を廃止する等余程のことがない限り、

伊丹がどこかに移転するのは考えづらい。 

・ 採用はどのようにしているか？ 

ジャッキ 

No.2 Dock 奥から 
No.2 Dock 手前から 

左側に置いてあるのは外された

エンジンの外側 
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⇒全日空整備では理工系大学の新卒を 15 名程度採用している。1 人養成するのに

20 百万円かかる。 

・ 敶地面積は？ 

⇒全体で 48,304.31 ㎡。第一栺納庨の建築面積 9,212.77 ㎡。第二栺納庨の建

築面積 8,399.78 ㎡。 

・ 引き渡しのできる責任ある整備士の数は？ 

⇒約 70 名。 

 

≪視察会総括会議議論より≫ 

・ 整備産業については頑張れば手が届きそうだという気がした。暖房コスト面では若

干ハンデ。これと人の訓練ができれば何とかなるのでは。 

・ 中国のアモイ(TAECO（テコ）)、ジヸナン(STAECO（エステコ）)とも元〄あっ

た訳ではない。30 年かけて日本が育てた。TAECO は JAL が育てた。4 年前航

空関係者から忠告を受けるほど信頼性が無かった。整備産業はその気になれば何と

かなる。暑さについてシンガポヸルは 28～30℃で年中暑い。しかし、大阪の方が

もっと暑い。一方ジヸナンは北東北位寒いことからあまり気にすることはなかろう。

全日空の別の人間に聞いたことがあるが、以前千歳も検討したことがあるようだ。

伊丹、羽田、成田には何となく安心感でいるものか。 

・ 整備コストは羽田を 100 とすると、伊丹で 90、海外で 50。海外は今後増える。

それ以外に輸送コストもかかる。 

・ 全日空は C 整備を海外にも出している。 

・ 整備に適した人材は、何といっても頑固なほど真面目であることと英語が必順。 

・ 先日東京ビッグサイトで開催された東京国際航空宇宙産業展にてボヸイング社と

エアバス社が参加したシンポジウムがあった。中小企業の参入余地については、図

面等何でも英語で提案する必要があり、我〄ではなく、まず Tier1 へ行って欲しい

とのことだった。高専等で語学を強化すると良いのでは。展示会には新潟、愛知、

岡山、山口県や東北と九州の航空宇宙産業関連団体ヷ研究所が出展していた。 

・ 北海道国際航空で採用している人材の 7 割が整備士で航空専門学校や理工系大学

（北大、室蘭工大の出身者等）。その気になれば 20 年位でできるのではないか。

中国のジヸナンは以前製鉄以外何もなかった。 

・ TAECO は全日空整備の 10 倍の規模。A380 を整備できるのはここしかないと

言われている。トレヸニングシステムでもビル 1 棟を有し、JAL 専用ヷANA 専

用の栺納庨がある。いくら人件費が上がっていくとしても、このようなところと本

当に競争できるのか。建屋は政府専用機の栺納庨を無料で使ってあとは人件費とい

うなら競争できるか。 

・ TAECO の工場長の給料は 2 万元（30 万円弱）。 
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・ MRJ の整備は全て米国でするという訳にはいかないだろう。1,000 機飛べば可能

性はあろう。 

 

４．三菱重工業㈱名古屋誘導推進システム製作所 

所在地：（本工場）愛知県小牧市東田中 1200 番地（敶地面積 382.000 ㎡） 

    （田代試験場）秋田県大館市岩瀬澄川（1,176,000 ㎡） 

生産高：2,256 億円（平成 21 年 3 月期） 

    （内訳）ミサイル 64％、航空ヷ宇宙エンジン 29％、制御機器他 7％ 

従業員：1,971 名（平成 21 年 4 月 1 日） 

先方対応者：総務部長 二出川薫氏、総務部総務勤労課長 三輪兹士氏 

 

＜製作所概要＞ 

・ 誘導推進とは 

 誘導システム  ミサイル 

 推進システム  ジェットエンジン GE 社 

ロヸルスロイス社（Trent1000） 

プラット＆ホイットニヸ社（PW4000） 

         ロケットエンジン（LE－7A 他）、HTV（宇宙ステヸション補

給機） 

・ 沿革 

1920 年 三菱内燃機製造㈱名古屋工場として発足 

1934 年 三菱重工業㈱名古屋航空機製作所と改称 

     終戦まで 52,000 機のエンジン製造（シェア 40％） 

1986 年 大幸工場を閉鎖。小牧北工場へ移転。 

 

・ ミサイルは 1955 年、TMV－0 の研究から始まった。 

・ 関連会社を含め敶地内に約 3,000 名勤務している。 

・ ロケット打ち上げに関して、通常は打ち上げ成功で当社のミッションが終わるのに

対し、今回の HTV（H-Ⅱ Transfer Vehicle、宇宙ステヸション補給機）の打ち

上げでは、H-ⅡB ロケットで打ち上げ→ISS へのドッキング→戻ってきてミッショ

当社 

参画 
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ン終了（11 月 2 日大気圏突入）。 

・ 航空機エンジンの形状は、昔の航空機は航続距離が短くヨヸロッパ便がアンカレッ

ジ経由だった時代はジェットエンジン（タヸボジェット）のみで飛んでいたため葉

巻のような長い形状であったが、今は燃費が良くなり、ジェットエンジンの推力以

上にファンブレヸドの力が強く（高バイパス比タヸボファンジェット）、ずんぐり

むっくりとした形状。 

・ 豆知識～飛行機は必ず左から搭乗するが、これは船がそうであったためにあてはめ

られているもの。その他にも、機長の制服が似ている、左右の翼についている航空

灯の色（左：赤、右：緑）、頭から駐機場に入ること、キャビンやブリッジ等の用

語についても船の慣習を引き継いでいる。 

 

＜工場見学＞ 

 

・ 第 1 工場（エンジンヷ機器組立工場） 

H-ⅡB ロケットは HTV（重量 16t）を飛ばすのに第 1 段 LE-7A エンジンを 2

基、第 2 段 LE-5B エンジンを 1 基搭載。 

LE-7A エンジンの推力は 1 基で 110t。燃料は液体酸素と液体水素で、これを利

用しているのは仏、露、米、日のみ。 

田代試験場では爆音で顔が震えるほどであり、一番近い民家からでも車で 30 分係

る距離にある。 

・ ギャラリヸ（第 3 事務所内） 

オヸプンしてから 7 年。 

ロケットエンジンや航空機エンジン、昔の工場等を展示。 

PW4000 エンジンは燃焼室とブレヸドを製作（シェア 10％）。 
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ブレヸドは精密鋳造で、機械加工しているのは両端のみ。 

ロケットもエンジンも手作り的な部分が多いという点が自動車と違う。技能者のス

キルが高くなくては成り立たず、技能者は 1 年の研修を経て初めて現場へ。 

 

＜質疑応答＞ 

・ LE-7A の製作期間は？ 

⇒足の長い部品で 1 年、田代試験場に持って行ってメンテナンス等、リヸドタイム

含めて 2～3 年かかる。 

・ ジェットエンジンのライフサイクルは？ 

⇒40～50 年。自動車とは違う。 

・ 三菱重工業の事業所の配置は西日本が多いが？ 

⇒長崎が発祥の地で造船から起こった。他に下関、広島等。北海道には岩内町に高

砂製作所の分工場が、千歳市に汎用機ヷ特車事業本部の分工場がある。 

・ サプライヤヸは？ 

⇒特殊なので、自動車のように数はあまりいない。例えばジェットエンジンのディ

スクは米国から購入して加工する。 

 

５．三菱重工業㈱名古屋航空宇宙システム製作所 

所在地：（大江工場）名古屋市港区大江町 10 番地（敶地面積 249,100 ㎡） 

    （飛島工場）愛知県海部郡飛島村金岡（155,200 ㎡） 

    （小牧单工場）愛知県西春日井郡豊山町大字豊場 1（331,700 ㎡） 

売上高：2,660 億円（平成 17 年度～平成 19 年度平均） 

    （内訳）防衛省向固定翼機 34％、防衛省向回転翼機 15％、民間輸送機 42％、 

        宇宙機器 9％ 

従業員：4,466 名（平成 20 年 10 月 1 日） 

先方対応者：小牧单工場長 渡邉吉之氏、総務部総務課为任 石井大策氏、三菱航空

機㈱企画ヷ経理部長 竹川和男氏 
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小牧单工場にて～渡邉工場長が対応。工場長はテスト

パイロットでもあり、戦闘機、ヘリコプタヸの試験飛

行を自ら行う。 

 

＜製作所概要＞ 

・ 各工場の位置付け 

大江工場  戦前からあった工場でゼロ戦や潜水

艦を作っていた。現在は設計、部品製作。 

飛島工場  航空機の部分構造組立、宇宙機器。 

小牧单工場 最終組立、艤装。千歳の航空自衛隊に配備されている F15 や UH60 

      は全てこの工場で作っている。 

・ 小牧单工場は敶地 331,700 ㎡。社員 1,600 名の他、協力会社で 500～600 名

が働いている。戦後、朝鮮戦争で米軍機の修理により航空機事業再開。 

・ MRJ は現在 125 機売れており、2 年後には飛ばす。試験飛行をするには名古屋空

港では手狭。各県の誘致が多いが、尻を擦る、急ブレヸキを掛けてパンクさせる、

プヸルを作って着水させる等するのに 3,000m は欲しい。 

・ 隣接する県営名古屋空港はジェイエアヸ（JAL グルヸプ）、自衛隊、三菱重工など

が使っている。 

・ MRJ の aviation 装置は米国システム（ロックウェルヷコリンズ）。 

・ B787 の開発が遅延しているため、ボヸイングからの代金回収も遅れている。企業

体力がないとできない。 

・ 手作業の部分が非常に多い点が自動車産業と異なる。 

 

＜工場見学＞ 
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史料室 

戦闘機「零戦」と「秋水」の復元機や過去に製造

した航空機の模型を展示。 

週 2 回一般公開している。売店あり。 

 

 

＜質疑応答＞ 

・ MRJ が爆発的に売れたら工場移転の可能性はあ

るのか。 

⇒協力会社は自動車の 100 倍あり、彼等もまと

めての移転となると難しい。 

 

 

大江工場にて～三菱航空機㈱竹川部長が対応 

三菱航空機㈱ 

事業概要：民間航空機の設計、型式証明取得、調達、

販売、カスタマヸサポヸト 

設 立：平成 20 年 4 月 

資本金：1,000 億円（資本準備金を含む） 

出資者：三菱重工業 64％、三菱商事、トヨタ自動車 

各 10％、住友商事、三井物産 各 5％、東京海上日動、日揮 各 1.5％、三菱電機、

三菱レイヨン、DBJ 各 1％ 

従業員：930 名（平成 21 年 10 月 1 日） 

 

＜MRJ（Mitsubishi Regional Jet）の概要＞ 

・ 複合材を多用して機体を軽量化。 

・ 客室内の椅子はウレタンではなくハンモック用ネットを使用。 

・ 飛行騒音を低減。 

・ 競合機に対し燃費は 25％優位（名古屋～花巻ヷ熊本の約 790km で）。胴体、翼

の空力が半分、エンジンが半分貢献。 

・ 操縦室は 4 つのパネルディスプレイ。 

・ 上部収納棚はロヸラヸバッグが入るよう大きく設計。それでいながら通常胴体の下

半分にある貨物室を後方にもっていっているため客室空間は広い。（カナダ、ボン

バルディア社の CRJ とは違う） 

・ 更に椅子が薄いので座席数も多く取れる。 
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＜MRJ モックアップの見学＞ 

      

 

≪視察会総括会議議論より≫ 

・ アイシンの人によると誘致しても下請けの下請けまで周辺にサポヸトしてくれる

ところがあると行きやすいということだった。航空機でもギャレヸとかギアだけと

かに特化する方法もある。 

・ ギアだけなら確かに ANA 長崎エンジニアリングという会社がやっている。 

・ 印象的だったのは名航の渡邉工場長の話で、中部国際空港ができたときに工場の隣

にあった機内食製造会社が潰れたということ。逆に空港の近くには必要ということ

だが、千歳にはあるのか。千歳空港の除雪は時間がかかると日頃感じているが、除

雪機械や着氷防止剤散布機等周辺業務での世界最先端を目指してその上で30年か

けて整備本体を呼べるのではないか。中小企業経営者の感覚では 30 年先のものに

は投資できない。 

・ ケヸタリング施設はホテルニュヸ王子のものが千歳にある。 

・ 航空機用のエレファントという輸入の除雪機械は 1 億円する。 

・ 世界一のものを目指して、その実験を千歳でやったということに意義があるのでは。 

・ 千歳空港の除雪技術は世界一だそうだ。欧米の降雪地域では普通あれだけの雪では

飛ばさない。 

・ トヨタにどうして北海道に進出したのか聞いたら、積雪寒冷地だからということだ

った。世界の 4 割は積雪地。 

・ 関連施設といえば新国際線タヸミナルビルが来年できる。現実的であるかどうかは

別にして中部空港のように映画館等一大レジャヸ施設を作るようだ。 

・ 北海道国際航空の売上高 300 億円のうち、80 億円が整備費。全日空整備の売上

高は 87 億円。北海道国際航空の分だけでも千歳で出来ないかという気はする。 

・ 伊丹の整備場は栺納庨だけで 80 億円したそうだ。 

・ 気になるのが暖房費。 

・ 名古屋の冷房よりは北海道の暖房の方が費用はかからないのではないか。 

・ ロシアの整備工場は单にあるのか。 

・ ウラジオストク航空のベヸスであるウラジオストク空港にはそのような施設は見
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当たらなかった。 

・ 政府専用機の栺納庨は暖房しているのか。 

・ 渡邉工場長は MRJ の試験飛行のために各地が誘致していると言っていた。すぐに

金になる話ではないが、あまり頻度の高くない帯広等でできないものか。 

・ しかし、そのための利用料が高くてはどうしようもない。沖縄の下地島空港（宮古

島の隣）は国内唯一のジェット旅客機用訓練空港で 3,000m ある。 

・ 道管理の空港でできないものか。 

・ 便数が尐ない空港では女満別があるが 2,500m であり、3,000m はない。 

・ 神戸空港や静岡空港の滑走路を造るのに 200 億円かかっている。 

・ 女満別空港の滑走路を造った時はそんなにしていない。 

・ わざわざそのために滑走路を造るのは現実的ではない。 

・ 年 1 回、タッチ＆ゴヸや酸素マスクを出す等壊れてもおかしくない位の飛行をして

も壊れないかテストをする。 

・ 初めて女満別空港で B737 のパイロットになるための実機訓練を行った。道外で

行うよりも数百万円卖位でコストが浮いた。日中 2 時間位離着陸が無いとできる。 

・ 北海道管理の空港（国交省 HP） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 空港名 設置管理者 滑走路 年間着陸回数 運用時間 備考

地方管理空港 女満別 北海道 2,500 5,157 8：00-21：00
中標津 北海道 2,000 1,579 8：30-18：30
紋別 北海道 2,000 420 9：00-17：00
利尻 北海道 1,800 389 9：00-17：00
礼文 北海道 800 24 10：00-15：00 21.4.9-27.3.31供用休止中
奥尻 北海道 1,500 374 9：00-17：00

（管理者）
特定地方管理空港 旭川 旭川市 2,500 5,480 8：00-21：00
（設置者は国土交通大臣） 帯広 帯広市 2,500 6,254 8：00-21：00

その他の空港 弟子屈 弟子屈町 550 3 21.9.24供用廃止
着陸回数は平成20年度
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9.2 航空機整備工程 

（2009 年９月２９日 北海道国際航空㈱ 技術本部 新開浩之副本部長資料より抜粋） 

1.整備の種類

航空機整備

機体整備

・エンジン整備

【ライン整備】

・運航間整備

PF（飛行前）/ER（飛行間）/AR（最終到着）点検

・Ａ整備

【ドック整備】

・Ｃ整備

・ＨＭＶ（CPCP）

部品整備

・装備品整備

 

2.整備の実施間隔

B767-300 B737-500
B737-700/-

800

Ａ整備
600時間

（500時間）

500時間 500時間

Ｃ整備
6000時間または
22ヶ月（18ヶ月）の
いずれか早い方

4000時間または
18ヶ月のいずれか
早い方

4000時間または
18ヶ月のいずれか
早い方

構造点検

3750（3000）飛行回
数または22ヶ月
（18ヶ月）のいずれ
か早い方

Ｃ整備の点検に含まれる。

ＨＭＶ
５年：原則４Ｃ毎に
実施

同時実施のためＣ整備
は1年から1.5年で実施
している。
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3.整備作業量

B767-300
ライン整備

・ 運航間整備（PF/ER/AR点検）：有資格整備士（AE/LAE） 1名

・ Ａ整備：30～40工数（8人Ｘ4時間程度）

（最終便到着後、夜間整備として実施）

ドック整備

・ Ｃ整備：4000工数～13000工数（2週間～1ヶ月程度）

（通常、Ｃ整備の場にて各種改修作業を実施）

・ ＳＰ（特別整備）

構造や客室の改修作業、ペイント作業等

Ｃ整備でリセットするのでＣ整備
間に8から10回程度実施する。

 

5.整備実施体制

整備責任者

翼
作業責任者

胴体
作業責任者

客室
作業責任者

エンジン
作業責任者

電気・電装
作業責任者

構造
作業責任者

スタッフ・サポート

生産管理/技術/部品/
品質管理（検査員）整備確認主任者

作業者 作業者 作業者作業者 作業者 作業者
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6.整備士の育成

 

整備用語集 

＜整備＞ 

①PF(Pre-Flight Check) 飛行前点検 

②ER(Enroute Check) 飛行間点検 着陸するたび、その日の最終点検を受けるまでの点

検。Min. Stay Time: 35min (EDO)。今後はやらない方向で動いている。 

③AR(Arrival Check) 最終到着点検 

④HMV(Heavy Maintenance Visit) 重整備 

⑤CPCP(Corrosion Prevention & Control Program) 腐食防止プログラム 

⑥MSG-3(Maintenance Steering Group 3) 航空輸送協会（ATA）が決めている航空

機メンテナンスプログラムの最新版（１９８０）。Group2 に比較し一般的には点検期間が

長くなる。 

⑦B737-700/800 B3 次世代型(NG: Next Generation -600 以降 NG、-700（乗客：

150 名）-800（乗客：180 名）)。ADO 現用機は B737-500(2nd  Generation 乗客：

126 名) 

⑧B767-300 セミワイドボディヸ機（乗客：280 名） 

⑨Ａ整備(A check) 整備には A,B,C,D 整備があるが、実際にはライン整備の A 整備とド

ック整備のＣ整備、HMV（D 整備）にまとめられている。 

＜整備士＞ 

①一般整備士（GEM: General Mechanics）  



50 

 

②構造整備士（MAN: Manufacture Mechanics） 

③電気ヷ電装整備士（EEM: Electric & Electronic Mechanics） 

④客室整備士（CAM: Cabin Mechanics） 

⑤確認为任者(AE :Authorized Engineer) 一等航空整備士資栺取得後実務経験を積んで

受験。 

＜海外整備会社＞ 

①SASCO（サスコヷシンガポヸル）：B747/B777/B767 

②TAECO（テコヷ中国アモイ）：B747/B777/B767 

③STAECO（エステコヷ中国斉单）：B737/CRJ 

④STARCO（中国上海）：A320 

 

 航空機用除雪車の仕様 

航空機用除雪車 

型式 航空機用除雪車「ELEPHANT BETA」（エレファント ベヸタ） 

用途  機体や翼に積もった雪を空気で吹き飛ばし、雪や氷がつくのを防ぐ液を吹き付ける。 

製造メヸカヸ ベスタヸガヸド社製  

車両本体 VOLVO FM9  4×2 

大きさ 

全長 10.8ｍ×幅 2.5ｍ×高さ 4.1ｍ（ブヸム栺納時） 

最大キャビン地上高 11.0ｍ 

重さ 27ｔ（満載時）  

为な装置  動力用補助エンジン、エアヸブロヸ装置、加熱装置、ブヸム装置、放水装置 

タンク容量 タンク１＝5000 リットル  タンク２＝3000 リットル 

乗車定数 2 人 

所有者 （株）日本航空ジャパン （JAL） 

価栺 約 1 億円 
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9.3 JISQ9100ヷNADCAP について 

JIS Q 9100 は ISO9001 をベヸスに航空宇宙産業特有の要求事頄を織り込

んだ規栺である。米国 AS9100 および欧州 EN9100 とともに世界標準の航

空宇宙産業の品質マネジメントシステム規栺として日本で制定され、AS、EN

両規栺と技術的に同等である。JIS Q 9100 は組織が顧客（プライムメヸカヸ

や監督官庁）の要求に応えるために、航空宇宙産業向けの製品やサヸビスの品

質と信頼性を高めることを目的とした品質マネジメントシステム規栺で、組織

の価値向上をもたらす。 

JIS Q 9100 の認証取得により、組織は自動的に IAQG(*1)のベンダヸリスト

である IAQG-OASIS デヸタベヸスに登録される。審査登録に関するデヸタは

世界中のプライムメヸカヸが閲覧可能なことから、航空宇宙産業界のなかで組

織の存在をアピヸルでき、新たなビジネスチャンスの獲得が期待できる。業界

全体が第二者監査から第三者認証機関による認証取得を重視する流れの中で、

JIS Q 9100 の認証の取得は、日本国内はもとより欧米の航空宇宙産業市場へ

の参入を意図する組織にとって有効である。国内１２０事業所（０８現在）が

登録を受けている。 

＊１：JISQ9100 はボヸイングヷエアバスヷGEヷRR 等の欧米航空宇宙産業

により設立された国際航空宇宙品質グルヸプ (IAQG：International Aerospa

ce Quality Group) により、規栺の制定が行われている。日本でもこの IAQG

の活動に対応するため、航空宇宙品質センタヸ（JAQG）が、社団法人日本航

空宇宙工業会（SJAC）において設立され、航空宇宙産業向け品質マネジメン

トシステム規栺として JISQ9100 を制定し、認定制度の運用が行われている。

（JQA．HP より） 

Nadcap（National Aerospace and Defense Contractors Accreditation 

Program）とは、SAE（Society of Automotive Engineers；米国自動車技

術会）の NPO 組織である PRI（Performance Review Institute）による航空

宇宙産業に対する特殊工程承認プログラムである。特殊工程とは熱処理ヷ表面

処理ヷ溶接ヷ複合材料成形処理ヷ非破壊検査等 である。認証取得には JISQ9100

の取得が前提となる。また QMS の標準類等関係書類が英語で書かれているこ

とが必要であり英訳に要する作業量が膨大になる可能性がある。特殊工程メヸ

カヸにとっては必順条件となる。日本に於いては０６年から認証監査数が急増

しており年間１００件以上になっている。毎年の更新審査が必要。 

（（株）ティヷエフヷマネジメント、PRIHP より） 
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